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新中期経営計画 「Make the HOKKAIDO Way  1ststage ～今はまだ無い“Way”を私たちがつくる～」 について

当行グループは、2026年度から2028年度までの3年間を計画期間とする新たな中期経営計画を策定しましたので、

お知らせいたします。 

記 

１．計画の概要 

当行グループは、10年後の2035年に目指す姿として「北海道の魅力度・幸福度をともに日本一へ」とする長期ビ

ジョンと４つのミッションを策定し、これらに紐づく全体戦略の概要を昨年8月に公表しました。そして、その実現

のために、グループ一丸となり地域の皆さまとともに明るい未来を創っていくという思いを込めて昨年12月に公表

したブランドスローガンと以下の５つの全体戦略に基づき、その最初の3年間という位置付けで、新中期経営計画

「Make the HOKKAIDO Way  1ststage ～今はまだ無い“Way”を私たちがつくる～」を策定しました。 

北 海 道 密 着 戦 略 「北海道に特化」という明確なポジションを貫き、北海道らしい成長の実現を支援する 

完全デジタル化戦略 加速度的に進化するAI・DXの変化を捉え、当行サービスの将来軸とする 

ロイヤルティ向上戦略 当行ファン、ヘビーユーザーを増やし、その期待・ニーズに応える 

非金融・多角化戦略 ファイナンスに留まらない、北海道の発展と道民の幸せにつながる、あらゆる事業を探索 

人財・組織変革戦略 従業員満足№1を目指すとともに、4戦略を実現させるための人財の強化と組織の構築 

２．長期ビジョン実現のための主要な目標（社会的インパクト指標）と中期経営計画における計数計画 

長期ビジョン実現のための主要な目標（社会的インパクト指標） 目標 

道民一人当たりGDP（実質GDP） 1.3倍（10年後） 

北海道の人口（社会増減） 増加（10年後） 

道民の所得（可処分所得） 1.3倍（10年後） 

道民の金融資産（保有額） 1.3倍（10年後） 

北海道の自然環境（GHG排出量） 48％削減（2013年度対比で2030年までに） 

北海道のDX化（労働生産性※1） 1.3倍（10年後） 

中期経営計画における計数計画 2028年度（最終年度）計画 

親会社株主に帰属する当期純利益 500億円程度 

連結ROE※2 11％程度 

連結コアOHR 50％程度 

連結RORA※3 1.24％ 

※1 実質GDP  ÷（就業者数×一人当たり総労働時間） ※2 純資産ベースおよび株主資本ベース

※3 親会社株主に帰属する当期純利益÷連結ベースのリスクアセット 2025年度は0.73％程度

以 上 
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また、本資料に記載されている当社グループ以外の企業等にかかわる情報は、公開情報等
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行っておらず、また、これを保証するものではありません。

第五章 組織

戦略を進めるための組織体制 Ｐ４２



長期ビジョン・ミッション・全体戦略



1中期経営計画の位置づけ

お客さま本位を徹底し、多様な課題の解決に取り組み、

北海道の明日をきりひらく

北海道の魅力度・幸福度をともに日本一へ
– 従業員満足地銀グループNo.1を目指すことで、サービスの質とスピードの向上につなげます

– 北海道の豊かな自然を守るとともに、利活用を促進することで、北海道らしい成長をリードします

– 北海道のポテンシャル実現のために、全力で経営資源を提供します

– 資産形成サポートを通じ、道民と幸せを共有することに全力で挑みます

長期ビジョン・全体戦略を実現するための最初の３年計画

経営理念・長期ビジョン実現のための土台となる考え方

～ 今はまだ無い“Way”を私たちがつくる ～

「北海道密着戦略」「完全デジタル化戦略」「ロイヤルティ向上戦略」

「非金融・多角化戦略」「人財・組織変革戦略」の５つの柱で構成

中期経営計画

全体戦略

長期ビジョン

ミッション

ブランドスローガン Make the HOKKAIDO Way

経営
理念

あ す



Ｖｉｓｉｏｎ

北海道の魅力度・幸福度をともに日本一へ

Ｍｉｓｓｉｏｎ
私たちは、

− 従業員満足地銀グループＮo.1を目指すことで、サービスの質とスピードの向上につなげます

− 北海道の豊かな自然を守るとともに、利活用を促進することで、北海道らしい成長をリードします

− 北海道のポテンシャル実現のために、全力で経営資源を提供します

− 資産形成サポートを通じ、道民と幸せを共有することに全力で挑みます

2新たな長期ビジョン・ミッション



長 期 ビ ジ ョ ン ・ ミ ッ シ ョ ン

北海道の魅力度・幸福度をともに日本一へ

3全体戦略の概要

全 体 戦 略 の ５ つ の 柱

完全デジタル化戦略 人財・組織変革戦略ロイヤルティ向上戦略 非金融・多角化戦略北海道密着戦略

従業員満足地銀グループＮo.1を目指すことで、サービスの質とスピードの向上につなげます1

北海道の豊かな自然を守るとともに、利活用を促進することで、北海道らしい成長をリードします2

北海道のポテンシャル実現のために、全力で経営資源を提供します3

資産形成サポートを通じ、道民と幸せを共有することに全力で挑みます4

各戦略は４つのミッションのいずれかに紐づく（付番は対応するミッション）

2 3 2 4 2 4 2 3 1



4ブランドスローガン

Make the HOKKAIDO Way
北洋銀行グループのブランドスローガン

北海道が

目指すべき姿

北海道が

進む道

北海道の良さを

活かす独自の

やり方

※ 28ページに概要掲載

「今はまだ無い“ Way ”を私たちがつくる」という決意をこめて



5長期ビジョンの実現に向けたビジネスモデル

従業員のための
企業価値向上

Mission❶

職員のロイヤルティ向上

職員

Mission❶

サービスの質と
スピードの向上

Mission➋➌➍

北海道らしい成長への寄与
お客さまと幸せを共有

お客さま・地域への
サービス価値向上

北洋銀行グループの
企業価値向上・

ロイヤルティ向上

当行グループ お客さま・地域

Mission➋➌➍

お客さま満足の向上
地域の成長

人財・組織変革戦略

北海道密着戦略
完全デジタル化戦略 ロイヤルティ向上戦略

非金融・多角化戦略

内 部

外 部

株主価値向上収益拡大

株主



前中期経営計画

2023年4月～2026年3月

北 洋 銀 行 グ ル ー プ 長 期 ビ ジ ョ ン ・ ミ ッ シ ョ ン

2026年4月 2029年3月

中期経営計画

2026年4月～2029年3月

2035年

次々期中期経営計画～

2029年4月～

企 業 価 値 の 向 上
ステークホルダーへ貢献

（職員・お客さま・地域・株主）

ビジョン実現に必要な準備
（戦略、組織など）

ビジョン実現のための全体戦略の本格的開始

全体戦略の確実な実行と昇華

6長期ビジョンの実現に向けたロードマップ

北海道の魅力度・幸福度を

ともに日本一へ

2025年



7長期ビジョン実現のための主要な目標（社会的インパクト指標）

道民一人当たりGDP（実質GDP） 1.3倍（10年後）

北海道の人口（社会増減） 増加（10年後）

道民の所得（可処分所得） 1.3倍（10年後）

道民の金融資産（保有額） 1.3倍（10年後）

北海道の自然環境（GHG排出量） 48%削減
（ 2013年度対比で2030年度までに）

北海道のDX化（労働生産性※） 1.3倍（10年後）

※ 実質GDP  ÷（就業者数×一人当たり総労働時間）



新中期経営計画の概要



目標項目 2025年度目標 2025年度見通し

170億円程度 243億円程度

連結自己資本比率 14％程度※ 12％台※

連結コアＯＨＲ 70％程度 60％台

連結ＲＯＥ 4％程度 6.3％程度

親会社株主に帰属する当期純利益

8前中期経営計画のふりかえり

※ バーゼルⅢ最終化（経過措置期間）ベース。なお、2025年度はバーゼルⅢ完全実施ベースで11％台となる見通し



181 

297 

100 

341 

2023年3月 2023年9月 2024年3月 2024年9月 2025年3月 2025年9月 2026年3月

北洋銀行

9前中期経営計画のふりかえり

前中期経営計画期間中での当行株価は3.4倍上昇 TOPIXおよび東証銀行業指数を上回るパフォーマンス

※ 各株価の推移は2023年3月31日の終値から2026年3月13日終値まで

東証銀行業

TOPIX



10新中期経営計画の概要

北海道密着戦略

完全デジタル化戦略

ロイヤルティ向上戦略

非金融・多角化戦略

人財・組織変革戦略

「北海道に特化」という明確なポジションを
貫き、北海道らしい成長の実現を支援する

加速度的に進化するAI・DXの変化を捉え、

当行サービスの将来軸とする

当行ファン、ヘビーユーザーを増やし、

その期待・ニーズに応える

ファイナンスに留まらない、北海道の発展と

道民の幸せにつながる、あらゆる事業を探
索

従業員満足№1を目指すとともに、４戦略を

実現させるための人財の強化と組織の構築

戦略５つの柱 戦略の方向性 2028年度計画（最終年度）

連結コアOHR

50％程度

親会社株主に帰属する当期純利益

500億円程度

連結ROE※１

11％程度

連結RORA※２

1.24％

※1 純資産ベースおよび株主資本ベース ※2 親会社株主に帰属する当期純利益÷連結ベースのリスクアセット 2025年度は0.73％程度

<政策金利シナリオ>

2027年1月 0.75％ ⇒ 1.00％

2028年1月 1.00％ ⇒ 1.25％

北海道密着戦略

完全デジタル化戦略

ロイヤルティ向上戦略

非金融・多角化戦略

「北海道に特化」という明確なポジションを
貫き、北海道らしい成長の実現を支援する

加速度的に進化するAI・DXの変化を捉え、

当行サービスの将来軸とする

当行ファン、ヘビーユーザーを増やし、

その期待・ニーズに応える

ファイナンスに留まらない、北海道の発展と

道民の幸せにつながる、あらゆる事業を探索



11計数計画 ～親会社株主に帰属する当期純利益～

(億円)

資金利益

その他
業務利益役務収支

経費（△）

信用コスト
（△）

有価証券
関係損益等

法人税等（△）+360程度

＋35程度

△5程度

＋65程度

＋30程度

＋120程度

＋10程度

243程度

500程度

預貸金利息や有価証券利息配当金の増加を主因に親会社株主に帰属する当期純利益は５００億円程度へ

2025年度 見込み 2028年度

貸出金利息 ＋470億円程度
預金利息（△） ＋320億円程度
有価証券利息配当金 ＋250億円程度
日銀預け金利息等 △40億円程度

人件費（△）＋50億円程度
物件費（△）＋15億円程度



12施策に伴う成長投資

243程度

500程度

収益 費用
'26～'28年度

3年累計

人財投資

（人件費等）
0 ▲ 43 ▲ 43

　

【ポラリスの浸透】→ P34   【中途採用強化】 → P35

・職員の満足、サービスの質等の向上から全体の収益向上により吸収

→従業員一人当たり収益(当期純利益)： '26年度8.4百万円→’27年度10.6百万円→’28年度15.2百万円

ブランディング投資

（認知向上・ファン化）
1 ▲ 13 ▲ 12

　

【コンセプト店舗展開】【スポーツ支援】→ P28

・収益は広告収入。お客さまの認知向上、ファン化を促進し、全体の収益向上により吸収

→上記広告収入のほか、預金・貸出残高増加等による基盤収益向上によりカバーしていく

ロイヤルティ向上投資

（アプリ・富裕層サービス）
12 ▲ 43 ▲ 31

　

【アプリ刷新・ポイント交換等】→ P23、P26  【専担コンシェルジュ配置】→ P27

・ステージアップに伴うお客さまの総合取引収益（生涯収益）の改善と役務収益増強

→アプリ関連投資は'32年度に単年度黒字化、’35年度には累積黒字化

取引拡大投資

 （個人・法人）
47 ▲ 22 25

　

【預金・NISA推進/プロモーション強化】→ P16～P18  【キャッシュレス推進】→ P24

→預金残高増強によるスプレッド収益、手数料収益により投下人員・広告宣伝費用を吸収

【法人ポータル等導入】→ P14～P15、P24

→預金残高・振込等収益増よりポータル関連投資は'28年度に単年度黒字化、'34年度に投資回収

成長分野・新事業投資

（農業・半導体・GX・新事業）
12 ▲ 6 6

 

【農業推進・事業参入】→ P19、P32　【半導体】【GX】→ P20

→農業融資残高増強による収益にて吸収、農業事業単体も'30年度に累積黒字化

→半導体・GX関連融資増加による収益にて、専門人財確保分のコスト吸収

【新事業展開】→ P29～P31　【まちづくり参画】 → P21

→新事業は今後の各事業収益拡大により投下人員コスト等を吸収し'30年目途に黒字化へ

→まちづくりは自治体コンサルや不動産ファイナンス等により'30年度目途に黒字化へ

効率化・事業継続投資

（DX/AI活用等）
3 ▲ 10 ▲ 7

・DX/AI活用による業務効率化やサイバーセキュリティ対策等の投資を実施。

総計 75 ▲ 137 ▲ 62

中計施策に伴う成長投資

3年累計収支（単位：億円）

主な施策と投資効果・黒字化目途など

人財・組織変革戦略

ロイヤルティ向上戦略

ロイヤルティ向上戦略完全デジタル化戦略

北海道密着戦略 完全デジタル化戦略

北海道密着戦略 非金融・多角化戦略

北海道密着戦略 完全デジタル化戦略



全体戦略



北海道密着戦略



「北海道に特化」という明確なポジショニングを貫き、道内トップの顧客基盤・ネットワーク・資本力を活かしつつ、人財の質・訪問頻度・

ソリューション内容の差別化や成長分野への集中投資、パートナー連携強化を図り、シェア拡大と北海道らしい成長の実現を目指す

13北海道密着戦略 ～全体像～

早期シェア拡大フェーズ
質的成長 北海道らしい
フェーズ 成長実現

～2035年2026年度～2028年度（中期経営計画期間）

道内の法人・個人の全てのサービ
スシェア拡大のための差別化

成長産業への集中投資

＜ 重点分野＞

観光産業支援 農業支援

GX/脱炭素化 先端半導体産業

資本力 訪問頻度

人財の質 ソリューション内容

地域パートナー連携強化

＜パートナーシップ基盤構築＞

自行グループ 地方自治体

大学・企業等地域パートナー

主体的なまちづくり参画

＜左記戦略の連携の下に推進＞

主要産業維持・成長

新産業呼込み・育成

外国人等雇用創出

DX/AI支援・効率化

【優先的に取り組む個別戦略】

北海道密着戦略×非金融・多角化戦略 北海道密着戦略×非金融・多角化戦略

主要KPI
（2028年度）

道内貸出シェア
39.7％➡41.4％

道内預金シェア
37.7％➡40.0％

メインバンク比率
37.9％➡40.0％

面的地域連携PJ数
3件



14北海道密着戦略 ～法人分野－１～

営業セグメントの明確化や営業力強化の人財育成、行動量と提案の質の最大化により、シェアを拡大

セグメント明確化

One to One
主体

デジタル
主体

取引深耕度

対面重視・面談強化

デジタル完結

未取引先 純預金先 融資先

売上規模・預金平残

非対面アプローチ含むハイブリッド営業で行動量を確保（対面・非対面先をセグメント）

デジタルで取引囲い育成

DX/AI活用（法人ポータル等）

非対面チャネル導入より営業効率化とデジタル取引を強化

・法人ポータル・アプリを導入し、デジタル取引を求める若手経営層との
取引拡充や行員の生産性向上を図る

・トランザクションレンディング等の非対面融資商品など、法人アプリや
BD等で決済・口座開設・契約・諸手続きのDX化も進める

・法人ポータルでは主に「電子帳票交付」をはじめ、「取引先との
アンケート機能」や、「融資WEB契約」等のサービスを提供

デジタル手法

’25年度見込み ’26年度 ’27年度 ’28年度

37,400

44,700
法人貸出平残【単位：億円】

対面・非対面ハイブリッド

送客

法人分野 北海道密着戦略×完全デジタル化戦略×人財・組織変革戦略

法
人
ア
プ
リ

法
人
ポ
ー
タ
ル



15北海道密着戦略 ～法人分野－２～

営業セグメントの明確化や営業力強化の人財育成、行動量と提案の質の最大化により、シェアを拡大

営業力強化（人財育成）

量の向上（訪問頻度） 質の向上（人財・ソリューション）

データ利活用スキル リレーションスキル 課題解決提案スキル

■Data Management 
Lab. ～支店長・次課長

■営業推進マネジメント
研修～支店長・副支店長

DX/AI活用×預金取引強化

預金は為替との相関強く、下地となるデジタル決済
セットで推進し粘着性預金を拡大。新たな付加価値
型定期預金の開発も進める

融資シェア比以上の預金推進融資先

BD利用に開拓余地あり、融資とセット
で推進純預金先

未取引先
WEB口座開設を導入しデジタルで新規
取引を促進

現場でのデータ活用に
よる「準備・提案」の
標準化で効率的な対面
営業を実践し行動量と
生産性を向上

デジタルデータの活用力や営業マンとしての実践力・サービス提案力を磨き、量・質の向上を図る

■営業マンとしての実践
力強化研修～若手・役付

（コミュニケーション・
プレゼンテーション研修）

経営者の懐に入る力を
磨き、若手の早期戦力
化と役付のクロージン
グ力をUPし、行動量と
実践力を向上

■Biz Starter Lab. 
～ 若手

■Booster Lab. 
～ 中堅

■商品別特別研修

融資 各種ソリュ

預金・決済 DX・GX

高度な金融サー
ビスを知識とし
て集積し、提案
力の深度を向上

行内ロールモデル
（先輩）から、ハイ
パフォーマーナレッ
ジを学び事前準備力
や提案力を向上

効率化（DX/AI活用）標準化(準備・提案) 人財育成(営業力強化)× × 行動量・質の最大化 取引シェアの拡大

’25年度見込み ’26年度 ’27年度 ’28年度

30,000

32,300
法人預金平残【単位：億円】

法人分野 北海道密着戦略×完全デジタル化戦略×人財・組織変革戦略



16北海道密着戦略 ～個人分野－１～

【リテール分野】 北海道密着戦略×完全デジタル化戦略×ロイヤルティ向上戦略

預金口座獲得

0歳口座 学生口座 新社会人口座

年 金 口 座

誕生 学生 就職 結婚
車・家

購入
教育
ﾘﾌｫｰﾑ

退職
資産
承継

相続
贈与

退職金定期・年金定期 相続金定期エンゼル預金

■預金口座獲得とターゲット預金（マーケティングによるプロモーション強化）

給 振 口 座

アプリ限定定期
資産運用応援定期

若年層取引強化

アプリによる各種プログラムを起点に、給振口座・年金口座獲得をはじめ、若年層取引の導入・継続に注力するなど、
お客さま一人ひとりのニーズ・ライフイベントに応じた預金やリテールサービスを提供し、粘着性預金の増強を図る

アプリの利便性や取引に応じた利得性の提供を起点に、給振・年金口座獲得に注力し、粘着性預金を増強

’25年度見込み ’26年度 ’27年度 ’28年度

70,400

73,700個人預金平残【単位：億円】

’25年度見込み ’26年度 ’27年度 ’28年度

23,200

24,200
個人貸出平残【単位：億円】



17北海道密着戦略 ～個人分野－２～

ﾛｲﾔﾙﾃｨ向上ｻｰﾋﾞｽ（利得性+特別感）ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化（利便性+ﾘｱﾙ拠点活用） LCP人財育成（複合ｺﾝｻﾙ力向上）× ×
取引シェアの拡大

預金口座獲得

リアル×デジタル融合による差別化

地域特性や他行対抗など環境に対応した優位性あるリアル拠点（店舗・ATM）の
活用・再編を図りつつ、デジタル変革と融合した独自サービスを展開

軽量化店舗の展開 移動店舗車の展開

ほっくーTouch  イオンモール平岡

■インストアブランチ ■移動店舗車（イメージ）

・行員によるアプリ操作サポートなど、各種デジタルサービスをリアル店舗で展開
・ブランド力の向上も図るほか、移動店舗車では広告事業などもセットで進める

入出金はATMで対応、相談業務をメイン

・新中計期間中は、当行の強みである店舗・ATM網は重要なキャッシュポイントと
して、預金確保の観点やデジタルサービスの浸透まで、原則維持していく方針

店舗・ATMの当面の方針

ロイヤルティ向上サービス展開

利得性や特別感の提供のほか、最適なカスタマージャーニーの
提供やリテール複合取引の提案など、お客さまを囲い込む

・LCP※人財の育成によるコンサル力向上を図り、 ライフプ
ランやそれに応じたリテール複合取引の提案を強化

・住宅ローンはWEB完結化と事務効率化で余力を創出、渉外
力の向上を図り、住宅事業者へのサポート体制を強化

・リテールサービスのアプリメニューやWEB面談チャネルを
増強するとともに、休日相談体制の拡充を図る

ステージプログラム（利得感）

⇒26ページに掲載

富裕層への特別感提供

⇒27ページに掲載

その他リテール複合取引提案等

カスタマージャーニーの提供

・ライフステージや行動パターン
の変化等を追跡・分析し、一人
ひとりのニーズや、属性に
合わせた最適なサービスを
適切なタイミングで提供

デジタルとリアルの融合、利得性・特別感を備えたサービス、ライフプランに応じた複合取引を推進

【リテール分野】 北海道密着戦略×完全デジタル化戦略×ロイヤルティ向上戦略

※ライフコンサルティングプラザ ～ ローンや資産形成等の相談にワンストップで応える窓口



18北海道密着戦略 ～個人分野－３～

リテール業務に携わる行員が知識を高め合うとともに、知識向上に向けた本部サポートを拡充

【リテール分野】 北海道密着戦略×完全デジタル化戦略×ロイヤルティ向上戦略

住宅ローンのWeb完結化

▼

人的および時間的余力を創出

▼

ハウスメーカーへのセールス強化

個人の幅広い相談に応える知識習得

住宅ローンのシェアの拡大 資産形成基盤取引の進化 銀証連携ビジネスモデルの進化

LCPの地方拡大、休日営業体制構築

対面担当者はアッパーマス層への
提案営業に集中できる体制

▼

NISA推進などは業務課中心、または
本部（コールセンター）にWeb相談

拠点を設置し、戦略的に推進

現状の「紹介中心モデル」から
「仲介紹介併進モデル」に進化

▼

アッパーマス層は証券仲介、準富裕
層以上はウェルスマネジメント部へ

のトスアップ

スクリーニングを経ることで証券営
業員の効率を向上

本部サポートの充実化
（システム構築）

（ニーズに合った商品開発）

（高実績渉外マンのスキル継承）

本部サポートの充実化
（ウェルスマネジメント部発足）

（証券営業員の段階的配置転換）

（銀証共同のシステム更改＝二重管理の解消）

本部サポートの充実化
（広告プロモーション展開）

（事務処理のシステム化推進）

（公共債取引のアプリ化）



北海道密着戦略 ～観光分野・農業分野・スタートアップ～ 19

観 光 産 業 支 援 農 業 支 援

地域商社の設立

ツアーの造成

クラウドファンディング

当行のネットワークを活かし観光コンテンツを発掘、PR

地域情報を基に小規模高付加価値のツアーなどを造成

自治体との接点を活かしGCF※に特化。北海道の観光資源
等を守り、かつ魅力度アップを目指す

その他施策
道外での物産展、イベント運営・企画、情報発信基地設置

段階的に観光振興のための「武器」を拡充

※ガバメントクラウドファンディング ～ 地域のプロジェクトから寄付先を選ぶクラウドファンディング型のふるさと納税

観光ファンド組成

ファンド出資

投資資金を活用した観光コンテンツの再開発、再構築

当行単独、または他との連携でのファンド組成

当行内で育成する地域コンサルタント、本部による渉外活
動で情報収集し、案件組成サポートを行う

地域商社から観光振興に係る様々な取組みを実践

ファンドによる出資で観光資源の魅力拡大へ

■ 農業専門人財の配置

■ 取引推進イメージ

①種蒔期：農業法人の取引先数拡大

➡北洋農業ローン

➡農業地域活性化2号ファンド活用

②生育期：大口融資ニーズ発掘

②生育期：総合取引への発展

道内農業者への融資拡大

対応施策

担い手育成と農業参入

新設法人『ほくようハーベストVillage』（第1回ビジネスコンテスト最優秀賞）

農業＝北洋の定着

2025年度：315億円

2028年度：400億円 10年後：600億円

ファンド出資等を通じた観光振興 / “農業＝北洋銀行”の定着 / 道内外スタートアップ支援の強化

スタートアップ支援

詳細は32ページに掲載

道外スタートアップへの積極的な投融資

スタートアップ支援拠点の開設 道内スタートアップエコシステム形成に向け、拠点開設により当行スタートアップ支援をブランディング化

東京に専門人財を配置し、案件ソーシングから投融資、VCへのLP出資で収益確保を目指す



北海道密着戦略 ～半導体分野・ＧＸ分野～ 20

半導体関連

29 
174 

391 約500
約670

約1,150

約1,650

'23/9 '24/3 '25/3 '26/3 '27/3 '28/3 '29/3 '31/3

半導体関連融資の実績と計画（累計ベース）【単位：億円】

まちづくり 半導体産業の受け皿となる千歳市周辺の活性化

当行取引先が所有する遊休地の売却や賃貸活用を促すとともに、新規分譲地への
参入支援を通じ半導体関連企業の立地を活性化（対象営業店30カ店）

人財育成 半導体産業の集積に向けて製造業人財を強化

道内外半導体関連企業との協業や人財育成施設の活用促進により人財育成を推進

サプライチェーンの構築 道内企業のサプライチェーン参入促進

Rapidus社や取引上位企業へ道内企業との取引を働きかけ、幅広い発注ニーズを
発掘。半導体ネットワークエントリー企業の強化を行い、道内企業の成長戦略と
して半導体産業への参入をダイレクトに支援

GX関連

776 

1,782 

2,961 
約3,500

約4,100
約4,600

約5,200

'23/3 '24/3 '25/3 '26/3 '27/3 '28/3 '29/3 '31/3

2030年度までに

約3,000億円

.....

2030年度までに

約6,500億円
GX関連融資の実績と計画（累計ベース）【単位：億円】

.....

中計期間 中計期間

大規模GXプロジェクトの事業化 投融資を通じた事業化支援

2030年代の事業化を目指し、道内では大規模なGXプロジェクトが展開される
計画段階から積極的に関与し、北海道のポテンシャルの最大化に貢献していく

出資を通じたGX事業への直接関与により、事業性理解を深め、当行がハブと
なって取引先の参画を支援していく

サプライチェーンの構築 投融資を通じた当行ハブ機能の発揮

地域の活性化 地域にヒト/シゴト/産業を創出

GX事業を起点とし、地域にシゴトがあり、ヒトが定着できる環境を整備していく

GXや半導体関連産業に全力で経営資源を提供し、北海道のポテンシャルを実現

※Rapidus㈱への直接融資を除く



北海道密着戦略 ～地域パートナー連携・主体的なまちづくり参画～ 21

自治体や地域パートナーとの連携強化を通じた持続可能な「まちづくり」に主体的に参画

2027年度（中計2年目）2026年度（中計1年目） 2028年度（中計3年目） ～2035年

主体的なまちづくり参画

地域連携強化・情報収集・分析 地域毎にまちづくりの起点発掘・具体的な解決手法に着手 事業化

北海道密着戦略×非金融・多角化戦略自行G・自治体・地域パートナー連携強化×

起点を軸に地域毎の解決策を主導
「まちづくり」のメインプレイヤーへ

ex）不動産起点では、地域資源を活用しながら、街
の賑わいや脱炭素等ソフト面も考慮し、ファンド等
の組成を活用

地域・エリア毎の課題炙り出し
まちづくりの起点発掘（不動産等）

自治体の計画、RESAS、ILO産業分析等活用

•事業本部内の3部連携が主軸

•当行グループの総合力とソリュ－ション機能
をフル活用

•地域関係者へ主体的に呼びかけ

パートナーシップをより強化

＜北海道成長事業本部＞

北海道の面的な成長や新産業の
創出・育成、地域創生等を推進

成長戦略企画部 新事業創出部

公金地域創生部

まちづくり推進室 新設

地域エコシステムの形成 まちづくり関係者との接点強化
道外地銀の取組など情報の収集

ナレッジ不足の解消



完全デジタル化戦略



22完全デジタル化戦略 ～全体像～

※ 14ページに掲載

基本機能・差別化確立フェーズ

2026年度～2028年度（中期経営計画期間）

アプリ刷新とサポート体制充実

【優先的に取り組む個別戦略】

手数料見直し ポイントサービス開始

UI/UX・サポート体制日本一

法人ポータル/アプリ導入※

企業向けデジタルサービス拡充・効率化

DX/AIによる業務効率化

DX/AIの進展を見据え、マス取引は非対面チャネルを拡充
→ 24h/365d対応や取引優遇等による顧客利便性を確保

富裕層等へは専担配置、ワンストップで総合サービス提供

【チャネル取引の方向性】

ロイヤルティ向上戦略

主要KPI
（2028年度）

アプリユーザー数
59万人➡120万人

若年層アプリ利用率
27.4％➡65.3％

法人アプリ導入数
20,000社

北海道密着戦略×完全デジタル化戦略

AIによる業務最適化・データ活用高度化

RPAでの業務自動化 DX導入サポート

アプリ「基本機能」のUI/UX・サポート体制で日本一を目指すという方針の下、当行ならではの顧客基盤・リアル拠点を活かした

デジタルの融合により、ネットバンクと差別化した独自ポジションを確立し、それぞれのお客さまに適した提供価値の実現を目指す

質的高度化
フェーズ

完全デジタル化へ

～2035年

法人ポータル導入数
50,000社



23完全デジタル化戦略 ～アプリ刷新とサポート体制充実～

アプリの基本バンキング機能・UI/UX・サポート体制の向上を順次展開 新たな価値提供へ

2025年度 2026年度（中計1年目） 2027年度（中計2年目） 2028年度（中計3年目）

・機能拡充によるQA増加に対応するため受付
体制を拡充

・初心者向けアプリガイド充実

「日本一」のサポート体制実現

POINT

【アプリ機能・体制の拡充】

【今後追加予定のアプリ機能】

① アプリによる諸届取引
② 振込予約
③ 目的型貯金
④ 家族間連携 etc.・・・

・職員やお客さまの声のほか、他行比
で不足しているバンキング機能をア
プリに実装し利便性向上を図る

基本バンキング機能の充実

メガバンク・ネット銀行並の機能を
揃え、UXの向上を実現

POINT

銀行アプリのUI/UX日本一へ

サポート体制の充実を実現

基本バンキング機能の拡充とUI/UXの改善を進めるとともに、充実したサポート体制を構築

・分かりにくい（あるいは使い心地の悪い）ア
プリ画面・操作性を職員・お客さまの声をも
とに改善

若年層から高齢者までカバーするUI/UXの向上
を実現

POINT

App Ape Award 2025
特別賞（地域アプリ賞）受賞



完全デジタル化戦略 ～ＤＸ／ＡＩによる業務効率化～ 24

AIによる業務の効率化

行内FAQツールを導入し、本部の照会応答時間を削減

AI活用ツールの導入

推進に向けた効率化のために、積極的な生成AIの活用を進める

Generative AI Chatの活用2026年4月～ 2026年4月～

DX・AIを活用した業務プロセスの最適化を進め、時間と人的余力を創出

DXによる業務の効率化

• 住宅ローン事務フローを見直し、LPの省力化を図る 2027年度～

• 相続の『受付業務』のリモート化を段階的に開始し、2028年度には、全
店への拡大を進める（LiveOn） 2026年度～

内部事務の効率化

• 返済予定表などの紙の交付物を電子に切替えるほか、お客さまから申受
けする決算書類等を電子的な授受に切替え

• 新たなチャネルを経由した貸出申込（トランザクションレンディング）
の検討（法人アプリ）

• 新規口座開設を非対面による受付を可能に（ＨＰ→法人ﾎﾟｰﾀﾙ）

• 北洋ビジネスダイレクトの利便性を高めると同時に、安心してご利用い
ただけるようセキュリティを強化 2026年度～

事業者向け非来店チャネル 2028年度～

• UI/UXとサポート体制をともに刷新し、ユーザー数拡大につなげる

• 魅力ある機能の拡充も継続的に進める

北洋銀行アプリ 2026年度～

• 「TSUBASA共同事務センター構想」の実現に向けた連携強化

• TSUBASAアライアンス連携効果の最大化（施策効果の定量化）

• 他行庫との業務効率面での連携強化

非競争分野の協調 2026年度～

完全デジタル化戦略×非金融・多角化戦略
• キャッシュレス推進の専門部署 を新設

• 法人クレジットカードの獲得・利用促進と併せ、法人デビットカードを
商品化

• 自治体・大学を対象とした専担チームを組成し、推進を加速させる

ペイメント施策 2026年度～

ペイメント戦略部



ロイヤルティ向上戦略



25ロイヤルティ向上戦略 ～全体像～

各種プログラム・施策の確立・運用フェーズ
ファン層拡大 当行Ｇブラ
フェーズ ンドの確立

2026年度～2028年度（中期経営計画期間）

ポイント付与等による差別化

＜ステージに応じたプログラム提供＞

富裕層等への特別感提供

＜ステータス・利便性提供＞

カスタマージャーニーの提供※1

＜理想的な段階的商品モデル開発＞

黄金ｼﾞｬｰﾆｰ特定商品別貢献度定量化

お客さまごとの最適な商品提案

北洋銀行Gのブランディング

＜内外へのブランディング発信＞

ロゴデザイン変更

ｷｬﾗｸﾀｰﾋﾞｼﾞﾈｽ展開

スポンサー支援強化

コンセプト店舗展開

【優先的に取り組む個別戦略】

ブルー ホワイト

シルバー ゴールド

ブロンズ

プラチナ

コンシェルジュ配置

資産承継コンサル拡充 非金融サービス対応

アプリ特別機能

（2028年度）

ステージ会員数
50万人

アプリMAU率※2

73％➡80％

法人オーナー深耕先数
800人

承継コンサル成約件数
1,220件（累計）

※2 MAU（Monthly Active Users）率：登録ユーザー数のうち１か月間に１回以上サービスを利用したユーザーの割合を示す指標※1 17ページに掲載

完全デジタル化戦略×ロイヤルティ向上戦略

北海道密着戦略×ロイヤルティ向上戦略

主要KPI

お客さまへの利便性や利得性あるサービスをはじめ、富裕層等への特別感あるサービスを提供しつつ、「地域密着性」を活かした

伴走型コンサルやブランドの確立を進めることで、お客さまのロイヤルティ向上を図り、明確な差別化の実現を目指す

ロイヤルティ向上推進室
による施策の立案

2025年7月 専門部署新設



26ロイヤルティ向上戦略 ～ポイント付与等による差別化～

ポイント・ステージプログラム開発設計、ポイントサービス開始へ ステージプログラム本格稼働へ

2026年度（中計1年目） 2027年度（中計2年目） 2028年度（中計3年目）

White

Bronze

Silver

Gold

Platinum

給振or年金＆口座振替

ホワイト条件＋
カード・投積・無担保等

ブロンズ条件+
住宅ローン・資産運用

金融資産額
（富裕層候補）

金融資産額
（富裕層/準富裕層）

〈イメージ図〉

給振等

【ステージプログラム】

若年層（15歳～25歳）の取引裾
野拡大を目的として特典を付与

若年層の他行流出を防ぎ、将来の
当行取引メイン化を志向

① 若年層ステージ「ブルー」

② ポイントサービス

③ ステージプログラム

ロイヤルティ向上戦略×完全デジタル化戦略

ポイントサービス導入とステージプログラムを構築 利便性と利得性を向上させ、当行ファンを増やす

Blue

メイン化のカギとなる給振・年金取引にポイントを
付与し、取引の継続を図る

ポイントは各取引毎にPayPayや楽天ポイント等と
交換可能な銀行ポイントを付与

メイン化したお客さまの更なる取引拡大を目的に、
ステージ毎にポイントや各種手数料優遇の拡充など
利得性を拡大

長く、厚く取引することのインセンティブで「取引
拡大」「囲い込み」の両面を実現

③

① ②



27ロイヤルティ向上戦略 ～富裕層ビジネス～

コンシェルジュの対応開始 非金融サービスの順次展開・アプリの富裕層機能実装 富裕層の別ブランド化へ

2027年度（中計2年目） 2028年度（中計3年目） ～2035年

• コンシェルジュとして専担者を配置し、
非金融サービス含め総合サービスを
ワンストップで提供

• ステージプログラムによる特典の一環
として税対策等のアプリ特別機能を実装

ロイヤルティ向上戦略×非金融・多角化戦略

当行G会社
（証券・HKP等）

コンシェルジュ
（北洋銀行）

富裕層

金融商品等

相談・契約

連携

紹介 提携サービス

提携

コンシェルジュサービス富裕層ロイヤルティ向上

〈イメージ図〉 ・コンシェルジュとの
相談機能

・資産や税対策など、
固有の悩みに対応す
る機能など

アプリ特別機能

富裕層等への特別感提供

承継支援を強化するとともに、対面/非対面・金融/非金融サービスを総合的かつワンストップで提供

2026年度（中計1年目）

富裕層

準富裕層

アッパーマス層

マスリテール層

Platinum

Gold

Silver

富裕層に特化した部署新設

• ＨＫＰウェルスマネジメントチームを銀行
内の富裕層専担部署として設置

• 法人/法人オーナーや不動産オーナー、税
務、法務相談層を中心に、資産運用や事
業・資産承継の支援を強化する

↑トスアップ

店頭/アプリ
コールセンター

証券仲介
証券コールセンター

仲介紹介の併進

銀証連携ビジネス

ウェルスマネジメ
ント部/訪問

資産運用ニーズ

北洋証券紹介
（富裕層担当）

銀行 証券

営業店/訪問

ウェルスマネジメント部 新設



28ロイヤルティ向上戦略 ～北洋銀行グループのブランディング～

職員自らの行動・ブランディング体現

2025年度 2026年度（中計1年目） 2027年度（中計2年目） 2028年度（中計3年目）

Ｇ内におけるインナーブランディング浸透

既存プロモーション施策強化 新たなブランディング施策準備 大規模なブランディング展開

北洋銀行Ｇブランドスローガン

【共感・納得】
行内広報・研修での啓蒙

【行動・実践】
自ら「道」をつくる動き

【再認知・再理解】
成果共有の場をつくる

職員
アンケート

北洋銀行
Ｇブランド
の自分事化 日常の業務における

Ｇ内外への行動・実践

長
期
ビ
ジ
ョ
ン
と
整
合
し
た

ブ
ラ
ン
ド
イ
メ
ー
ジ
の
確
立

イ
ン
ナ
ー

ア
ウ
タ
ー

マスコットキャラクター
「ほっくーと仲間たち」の露出強化

スポーツチーム
スポンサー支援の強化

さっぽろ雪まつり
大雪像プロジェクトロイヤルティ

プログラム

コンセプト店舗
の多方面展開

今はまだない”Way”を、私たちがつくる

企業部活
創設

Make the HOKKAIDO Way に基づいた各施策を通じ、北洋銀行Gのブランド構築を強力に推進



非金融・多角化戦略



非金融・多角化戦略 ～全体像～ 29

非金融事業拡大・新事業創出フェーズ
面的拡大 地域エコシステム・
フェーズ 新事業ビジネス展開

～2035年2026年度～2028年度（中期経営計画期間）

再エネ/GX案件支援の
ノウハウ獲得と主導的推進※1

＜地域中核ポジションの確立＞

地域創生のための非金融
ビジネス拡大（地域・企業）

＜地域の課題解決型支援＞

TSUBASAアライアンス連携強化※2

＜広域連携を活かした施策展開＞

地域パートナー連携強化※3

＜パートナーシップ基盤構築＞

【優先的に取り組む個別戦略】

脱炭素支援 人材紹介支援DX・AI支援

洋上風力/太陽光/水素等事業への積極参画

パートナーとの協業を通じた専門知識構築

北海道密着戦略×非金融・多角化戦略

共同事務ｾﾝﾀｰAPI共通基盤利活用

ノウハウ共有 相互顧客マッチング

自行グループ 地方自治体

大学・企業等地域パートナー

産業群再生支援不動産支援 新事業

主要KPI
（2028年度）

サステナブル
ファイナンス
1兆5,000億円

人材マッチング数
224件

新規事業数
6件

※1 20ページおよび21ページに掲載 ※2 24ページに掲載 ※3 21ページに掲載

北海道密着戦略×非金融・多角化戦略

完全デジタル化戦略×非金融・多角化戦略

北海道のチャンス実現や課題解決につながるファイナンス以外のソリューション実現のため、銀行の強みと非金融の専門性を融合させた

独自の価値提供モデルを構築しつつ、地域銀行だからこそ可能な総合的支援と新たな事業創出により、地域全体の価値向上を目指す



非金融・多角化戦略 ～地域創生のための非金融ビジネスー１～ 30

北海道の社会課題の解決につながるあらゆる事業を探索

人材派遣・紹介事業【北洋銀行G×キャリアバンク】

キャリアバンク株式会社への公開買付け（TOB)を開始

2026年3月4日

公開買付期間 2026年3月4日～4月21日[34営業日]

買付価格 普通株式：1株あたり1,755円
（プレミアム：3月2日終値比45.52%）

買付予定数下限 638,000株

買付予定数上限 定めない

道内企業の人手不足問題

レイヤーを問わない人材課題
へのサービスワンストップ化

【北洋銀行Gの強み】
・道内の取引ネットワーク
・道内各地の店舗網
・コンサルティング機能

【キャリアバンクの強み】
・人材供給機能
・求職者人材プール
・行政との繋がり（就労支援等）

管理職人材層 一般従業員層経営人材層

北洋銀行Gの
注力領域

キャリアバンクの
注力領域



非金融・多角化戦略 ～地域創生のための非金融ビジネスー２～ 31

産業群の再生支援

【スキームイメージ図】

業界再編による競争力の強化と成長を促進
し、地域課題の解決を目指す

• 各業界の中核企業とともに業界再編・地域活性を目的としたファンドが出資

のうえ株式会社型SPCを新設し、傘下に入る中小企業に対し、事業基盤の強

化につながる支援を実施。

• 新設子会社である「北海道マザーインベストメント㈱」は主にファンドの運

営業務を行う。

人材不足の課題に主体的に対応

• 大きな課題となっている北海道内建設事業者での「施工管理人材不足」に対

し、HKPが人材募集（インドネシア人）から教育、企業とのマッチング、ビ

ザ申請、入国手続き、就労後のフォローまでを一気通貫で支援。

【入学式の様子】

北海道の社会課題の解決につながるあらゆる事業を探索

海外人材派遣事業【HKP】

 2026年4月より1期生（14
名）、10月より2期生（35
名）の派遣を順次開始予定

 以降、半年毎に来日し派遣先
へのマッチングを行う



非金融・多角化戦略 ～地域創生のための非金融ビジネスー３～ 32

新事業創出 非金融ビジネスで北海道の社会課題解決に貢献

農 業

北海道の社会課題の解決につながるあらゆる事業を探索

農 業 A I 活 用 支 援結 婚 相 談 所

AI活用・人材育成を一気通貫でサポート

～日々の業務の全体最適実現へ～

銀行の強みを活かした婚活サービス展開

～北海道に住む人の幸福度向上に～

北海道の農業担い手を増やしていく

～北海道農業をもっと魅力的に～

• 取引先企業への『福利厚生の提供』と『後継者問
題』にアプローチ

• 当行がこれまでに培った信用力、店舗網などの組
織能力を有効活用し『道内における婚活市場の拡
大』を目指す

• 道内企業・自治体へ「AI教育研修」「AIコンサル
ティング」「広告制作」の3つのサービスを提供

• 上記外販事業のほか、当行グループ内向け事業（業
務効率化支援、AIツール導入検討支援、研修や広告
制作）も実施

• 潜在的な担い手候補が多い”札幌市周辺”で新たな
就農ステップ（育てて、受け入れて、送り出す）
を構築

• 新規就農をサポートし、農業界の課題である『担
い手不足』の解決を目指す

銀行グループ
自らの農業参入

働きながら通える
農業スクール

• 農業に興味がある
方、就農希望者に新
たな選択肢を提供

• 当行が持つ「経営関
連ノウハウ」や
「ネットワーク」を
活かして、就農～定
着まで一貫してサ
ポート

• 自ら農業を実践し、
魅力を伝える

• 都市部で農業を行
い、新規就農者の雇
用就農の受け皿を構
築

• 自ら実践した農業ノ
ウハウを移転し、独
立就農を支援

北 海 道 農 業 の 持 続
的 な 発 展 に 貢 献

当 行 の 強 み 結 婚 相 談 所 連 盟
の 基 盤

信 用 力

店 舗 網

知 名 度

全 国 約 1 0 万 人
の 会 員 デ ー タ
ベ ー ス

洗 練 さ れ た
マ ッ チ ン グ
シ ス テ ム

北 海 道 民 の 成 婚
ニ ー ズ を サ ポ ー ト

A I で 企 業 の 生 産 性
向 上 ・ 課 題 解 決 へ

AI教育
研修

AIコンサル
ティング

広告制作

経営層の方針決定から現場の
スキル定着まで段階に応じた
プログラムを提供する対面研修

AI導入後、自社の業務フロー
をAI前提で再設計し、定着ま
で伴走する支援

プロモーションコストを抑え
つつ、機動的な広告宣伝を実
現するAI広告制作サービス



人財・組織変革戦略



人財・組織変革戦略 ～全体像～ 33

制度浸透や人財育成・獲得の促進フェーズ
質的拡大 挑戦文化の定着
フェーズ 従業員満足No.1

2026年度～2028年度（中期経営計画期間）

新人事制度「ポラリス」定着 キャリアアップ・リスキル促進

組織横断PJ等の自律的活動促進

自律的な横断PJの評価項目への反映

【優先的に取り組む個別戦略】

積極的な人財採用と育成

新事業・デジタル分野の組織強化

DX/AI人財の戦略的獲得と内部育成

健康経営施策の見直し・強化

人員再配置による業務平準化

DX/AI活用による効率化・労働時間削減

ビジコンを通じた内部での企画人財発掘

兼業制度の活用促進

リスキリング機会の拡充

公募制度活用によるキャリア実現

研修を通じた人事制度の理解促進

自律的行動に対する人事考課反映

主要KPI
（2028年度）

エンゲージスコア
68➡77

年間公募数
100名

採用選考参加者数
年間1,800名

一人当たり有給休暇取得日数

16日

～2035年

採用手法の多様化（ｱﾙﾑﾅｲ・ﾘﾌｧﾗﾙ）

事業本部と協業による採用強化

４つの戦略を支える人財確保と組織強化のため、新人事制度における評価の運用や自律的に挑戦する風土の醸成を図るとともに、 専門人財

を含めた積極的な中途採用や内部のリスキル・育成の促進、誰もが健康的に働ける職場環境の醸成を通じて、従業員満足NO.1を目指す



人財・組織変革戦略 ～ 新人事制度の定着 キャリアアップ・リスキル促進 自律的に議論し学習する組織への変革 ～ 34

新人事制度を浸透させ、自律的なキャリア形成と組織への変革を進めていく

新人事制度「ポラリス」定着

 アンケートや個別面談により課題を抽出し、ポラリスの浸透 ・制度改善
を目指す。考課者研修にゴールはないと考え、今後も継続的に実施

主要施策

全職員アンケート

アンケート結果を見て改善策を検討、実施→施策毎の理解度や支持度等
ファクトベースで対応

考課者・被考課者研修の継続実施

アンケートや考課結果に基づき研修内容を修正

全職員との個別面談

考課者研修が軌道にのる2027年度以降を予定

キャリアアップ・リスキル促進

 目指すべきキャリアの可視化・自己啓発手段の提供により職員一人ひとり
の自律的なキャリア形成をサポート

 課題解決に向け当行一体で取組むべく、横断的プロジェクトを活性化し、
自律的組織への変革を推進

主要施策

組織横断PJ等の自律的活動促進

キャリア展望の見える化

自己啓発・公募型研修参加

キャリア実現

公募制度の活用

64 66 
68 

77 

'24/3 '25/3 '26/3 '28/3

研

修

ア
ン
ケ
ー
ト

制
度
改
善

主要施策実行

2025年7月
新人事制度開始

エンゲージメントスコア推移
年間公募数

2028年度末
100名

自律的キャリア形成の実現

キャリアの可視化→必要スキル・推奨資格・研修を一覧化

学習・研修機会の提供

リスキル機会・学習ツールの提供、公募型研修による受講機会拡大

公募制度拡充によるキャリア実現機会の創出

組織横断PJの新設・活性化（PJ内容の公募など）

実力本位 自律性処遇の納得性向上

コンセプト実現のベースとなる評価制度

「ポラリス」
のコンセプト



就業規則の改定

時間単位有給休暇制度の新設、励行

BPR施策による労働環境の改善

各部横断的なBPR・人員配置施策検討

初級行員（入行3年以内）不調者を早期察知し、迅速にフォローする体制
を整備

直接面談およびWEB面談によるケア

35人財・組織変革戦略 ～積極的な人財採用と育成 新事業・デジタル分野の組織強化 健康経営施策の見直し・強化～

４つの戦略を支える人財の積極的な採用と内部育成を加速

新事業・デジタル分野の組織強化 健康経営戦略の見直し・強化

積極的な人財採用と育成

 通年採用や採用手法の多様化で、積極的に人財を確保

 HRBP※１配置により、戦略と紐付く専門性の高い人財の採用拡大

 個々の経験やスキルに応じた育成により、ポテンシャルを最大化

主要施策

※１採用や人財開発（育成）等の課題を現場に近い立場から人事部門と連携して取り組む人財

通年採用の実施、中途採用・専門人財採用の拡大

リファラル採用制度の新規導入
アルムナイ採用の活用（アルムナイネットワーク登録者数の拡充）
各事業本部へのHRBP配置（兼務）

採用者の経験やスキルに応じた活躍支援

採用時研修の拡充
中途採用者に対するメンター制度の導入

デジタル事業本部、新事業創出部の新設

 更なる有給休暇の取得促進や長時間労働是正による生産性向上の実現

 初級行員不調者の早期フォローによる離脱防止

主要施策

➜
心身の健康保持

(ケア・フォロー強化)

エンゲージメント
向上

生産性の
最大化

労働環境の改善

(制度・BPR)

➜999 
1,333 1,417 

1,800 

'24/3 '25/3 '26/3 '29/3……

採用選考参加者推移【単位：人】



その他戦略



その他戦略 ～サステナビリティ戦略～ 36

再エネへの切替

2025年
見込

2028年
計画

2030年
目標

2025年
見込

2028年
計画

2030年
目標

サステナブルファイナンス実行額(累計)

■北海道の脱炭素に向け、自社およびお客さまへの支援を強化する

GHG排出量ネットゼロ(2050年)

自社の脱炭素化

自社のGHG排出量削減(2013年比）

エンゲージメント強化

お客さまの脱炭素支援

ソリューション強化

森林クレジットの活用

カーボン
ニュートラル

▲86%
２兆円1.5兆円

0.9兆円

▲73%

■北海道の金融リテラシー醸成により幸福度向上への貢献

 金融リテラシー調査で北海道は47都道府県中33位と低位。 J-FLECや北海道金融教育推進協

議会と連携しながら、全ての世代に対する金融経済教育を充実させていく

 学校の教員が自ら講義できる体制を構築するため、教員向けサービスを提供していく

■北海道の生物多様性増進に向けた支援を強化する

金融支援 非金融支援

ほっくーネイチャーポジティブ基金の活用
 生物多様性の保全・増進に資する活動および、環

境教育や人材育成に資する活動を支援すること
で、多様性の創出に貢献していく

×

自然共生サイトへの登録
を通じた社会的価値の向
上および、自然環境の整
備により生態系の維持・
回復に貢献

自然共生サイト※への申請支援
 当行が保有する山林を自然共生サイトに登録し、育樹・育

林、笹刈りなどの整備を通じて生物多様性の維持・回復に
向けた北海道内のモデルケースにしていく

 お客さまが保有する山林の現地調査および実施計画の策
定、自然共生サイトへの登録支援を行う新たなサポートを
開始する

環境整備や環境教育等の取組み
を通じたネイチャーポジティブ
への貢献

北海道の豊かな自然を
守るとともに、利活用へ※民間の取組等によって生物多様性の保全が図られている

区域を環境省が認定する制度

■北海道の魅力度・幸福度の向上に資する活動への資金支援

北海道の地域活性化や地域課題の解決に資する活動、教育文化やスポーツなどへの資金
支援を通じて、北海道の魅力度・幸福度の向上に北洋銀行グループとして取り組んでいく

支援対象

①地域活性化、②環境保全、③スポーツ支援、④教育文化・芸術振興
⑤医療福祉、⑥その他北海道の地域課題の解決に資する活動

公募型新事業（NEW）

地域課題の解決に資する活動に対して公募型の寄付事業を開始する。地域のニー
ズに寄り添いながら、幅広い分野への支援につなげていく。

脱炭素や生物多様性増進、金融教育、地域課題解決への支援を通じて、北海道らしい成長の実現に貢献



その他戦略 ～グループ戦略～ 37

既存グループ事業の競争力を高めつつ、北海道の課題解決を起点とした新たな事業領域を拡大

【法人コンサルティング】

北海道共創パートナーズ

銀行と連携した既存事業の深堀
り、外国人材等成長期待分野へ

の重点的リソース配分

【資産運用】

北洋証券

銀証連携の深化・提案力の強
化・人材育成・業務効率化

【資金調達】

札幌北洋リース

「北海道密着戦略」等
グループ全体戦略に基づく

リース資産の積上げ

【キャッシュレス】

札幌北洋カード
ペイメント戦略部と連携し、

法人、個人、自治体など
へのサービス展開

【資産形成】

ノースパシフィック

ローン業務の安定推進
に資するサポート体制、
管理体制の維持・強化

【業務効率化】

北洋ビジネスサービス
アライアンス行や他行との非競
争分野での協調・共同化を実現

【事業再生支援】

北洋キャピタル
道内中小企業を対象に

ファンドを通じた事業再生・
活性化・成長支援

【業界再編】

北海道マザーインベストメント

業界再編により競争力の強化と
成長を促進し、地域課題を解決

【人材関連】

道内人材派遣最大手
「キャリアバンク」をTOB

人材供給機能を高度化

【農業】

「ほくようハーベストVillage」
の法人化

【結婚相談所】

北海道民の
「成婚ニーズ」をサポート

【AI】

AI専門チーム
「AI Ignition」の法人化

新事業領域の拡大 ➡ 北海道の社会課題解決につながるあらゆる事業を探索

既存事業の磨き上げ



91
162 

232
321

33

33 
33

37

10
15 

20

27

35
31 

51

68

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

円債 株式 外国証券 その他

その他戦略 ～有価証券運用戦略～ 38

円債偏重のポートフォリオ改善に向けたオペレーションを継続

24,516 

275 400
500

700

1,971 

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

円債 外債（含む投信） 株系資産※

有価証券資産別平均残高（計画）

26,762 26,500

28,900 29,200

24,200

1,900

25,800 25,100

2,600 3,400

有価証券利息配当金・利回り（計画）

(億円)

3.68
2.54 2.70

3.55

4.70 4.84 4.61 4.22

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

円債 外債

債券デュレーション（計画）

(年)

0.63%
0.91%

1.16%
1.55%(億円)

169
241

336
453

※ 純投資株式、政策投資株式、リートなど



資本政策



資本政策 ～政策保有株式の縮減～ 39

新たな縮減計画を策定 『 2029年3月末までに連結純資産比率20％未満（時価ベース）』を目指す

31.9% 連結純資産比率

20％未満

※うちRapidus㈱への出資50億円

前縮減計画期間(’23/4~’26/3) ➡ 簿価50億円縮減達成 新縮減計画期間(’26/4~’29/3)

1,302 1,271
▲399

＋51※
＋317

売却

取得 時価変動

31.4%

（単位：億円）

 全上場先と縮減に向けた対話を実施（2025年度）

 対話結果を踏まえ、新中計期間中での連結純資産比率20％未満達成の縮減計画を策定

 売却益は有価証券ポートフォリオの再構築やROE・PBR向上に資する成長投資、株主還元等に充当していく

【対話の結果】

対象先 前向回答 対話継続

45先 23先 22先

’23/3末 ’26/3見通し ’29/3末

政策保有株式の時価 連結純資産比率



資本政策 ～適正な資本水準の設定～ 40

中計初年度における（連結）自己資本比率はコントロール水準：11.0％程度、下限値10.0％に設定

2026年度（計画初年度）における自己資本比率のコントロール水準と下限値 【バーゼルⅢ完全実施ベース】

【連結】

自己資本比率

11.3%

【連結】

自己資本比率

11.0%程度
（コントロール水準）

リスクアセット見込み
３.５兆円程度

10.0%
（下限値）

資本政策の考え方

‒ 「北海道密着戦略」に基づく地域産業への投融資拡大、GX・再エネ案件支援、非金融ビジネスの拡大に向けた
戦略的投資、 サービス向上・競争強化に向けた投資、株主還元の強化により、自己資本を適正にコントロール

‒ 「人財・組織変革戦略」による人材育成・リスキリング支援など、未来への投資も意識しつつ、 業績見通しや
資産・負債の状況、外部環境の動向などを踏まえ、適正自己資本比率の水準は毎年検証し、健全性を確認

利益蓄積

配当など

リスクアペタイト

資本活用余地（出資など）

2025年12月 2027年３月

資本に影響を与えるもの（青字）

リスクアセットに影響を与えるもの（濃い青字）

+0.8％程度

▲0.4％程度

▲0.5％程度
▲0.2％程度



38

72

98

13
32 24

2023年度 2024年度 2025年度(予想) 2026年度 2027年度 2028年度

配当総額(億円) 自己株式取得額(億円)

株主還元方針

■ 1株当たり年間10円の安定配当を維持しつつ、配当性向を40％以上とする

■ 四半期配当～基準日（第１四半期および第３四半期の配当基準日）は、都度取締役会にて決議し、公告

■ 自己資本比率の水準、業績見通しや外部環境等を勘案し、総還元性向は50％を目安とする

■ 自己株式の取得は柔軟かつ機動的に実施する

資本政策 ～株主還元方針～ 41

総還元性向50％を目安に、四半期配当にて経営成績をいち早く還元

【1株当たり配当金と自己株式取得額】

10.0円

19.0円

26.0円



組織



組織 ～戦略を進めるための組織体制～ 42

監 査 部 監 査 企 画 Ｇ

営 業 店 監 査 Ｇ

本 部 監 査 Ｇ

秘 書 室

経 営 企 画 部 経 営 企 画 室

経 営 管 理 室

広 報 G

主 計 G

総 務 G

東 京 事 務 所

人 事 部 人 事 企 画 室

人 事 運 用 G

ダイバーシティ・人財育成G

ロイヤルティ向上推進室

成 長 戦 略 企 画 部 成 長 戦 略 企 画 G

サ ス テ ナ ビ リ テ ィ 推 進 G

新 事 業 創 出 部 新 事 業 創 出 G

新 組 織 設 立 準 備 G

公 金 地 域 創 生 部 ま ち づ く り 推 進 室

地 域 戦 略 推 進 G

公 務 金 融 室

事 業 戦 略 部 事 業 戦 略 室

マ ー ケ テ ィ ン グ 室

店 舗 戦 略 G

営 業 店 サ ポ ー ト G

リ テ ー ル 推 進 部 ロ ー ン 企 画 室

本 店 ロ ー ン プ ラ ザ

ロ ー ン セ ン タ ー

資産運用コンサルティング室

テレマーケティングセンター

リ テ ー ル 企 画 推 進 G

ウェルスマネジメント部 ウェルスコンサルティングG

銀 証 連 携 G

法 人 推 進 部 ストラクチャードファイナンス室

海 外 ビ ジ ネ ス 振 興 室

海 外 駐 在 員 事 務 所

法 人 企 画 推 進 G

デ ジ タ ル 推 進 部 デ ジ タ ル 企 画 G

ダイレクトバンキングセンター

ローンコンタクトセンター

ア ル カ 支 店

ペ イ メ ン ト 戦 略 部 クレジットカードセンター

事 務 企 画 部 事 務 企 画 G

東 屯 田 セ ンタ ー事 務第 四部

東 屯 田 セ ンタ ー事 務第 五部

業 務 管 理 G

コ ン サ ル テ ィ ン グ 事 業 本 部 （ 事 務 局 事 業 戦 略 部 ）

北 海 道 成 長 事 業 本 部 （ 事 務 局 成 長 戦 略 企 画 部 ）

デ ジ タ ル 事 業 本 部 （ 事 務 局 デ ジ タ ル 推 進 部 ）

リ ス ク 統 括 部 信 用 リ ス ク 管 理 G

統 合 リ ス ク 管 理 G

法務コンプライアンス部 法 務 G

金 融 犯 罪 対 策 G

お 客 さ ま 相 談 室

シ ス テ ム 部 システム企画G（共同化推進）

サ イ バ ー セ キ ュ リ テ ィ G

シ ス テ ム 管 理 G

シ ス テ ム 開 発 G

融 資 部 審 査 G

事 業 活 性 サ ポ ー ト G

融 資 企 画 G

東屯田センター融資事務部

融 資 人 財 サ ポ ー ト G

市 場 営 業 部 資 金 証 券 G

資 金 為 替 G

市 場 業 務 管 理 G

青字は、全体戦略および

本中期経営計画を踏まえて

組織改編した部室
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